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1 ．　 問題設定

　大学 へ 進学す るか 否か とい う選択の 自由を制約す る もの は何か
， 進路分化 を規定

す る もの は何か
， そ うい っ た 問 い の 解明は 教育社会学 に お い て 重要な テ ー マ で あ り

続 けて きた （天野 ほか 　1983）。 大学進学率 の研究 は ， 教育社会学 に お い て 古典 的な

テ ーマ で あ る と言 える 。

　我が 国の 18歳人 口 に お け る大学進学率 は ，

一
般 に 3 つ の 段階に 分 け られ る 。 す な

わ ち第 1期 （1960〜1975年）に お け る大学進学率 急増 ， 第 2期 （1976〜1990年） に

お ける大学進学率停滞 ない し低下 ， 第 3期 （1991年以降）に お ける大学進学率再拡

大で あ る 。

　特に 進学率停滞 ， ない し低下 傾向が 明 らか に な り始 めた 1980年代以 降， その 原因

を探 る研究 が盛ん に行わ れた （菊池　1981
， 天野　1982， 潮木 ・ 藤田 ほ か 　1982

，

天野 ほか　 1983）。 その 時点で の重要な問い は ， 大学や短 大 に 進学 しな くな っ た の は

誰か と い う問題で あ っ た 。 それ らの知 見 を要約す る と以下 の 3 点 に な る と思 わ れ る 。

　第
一

に ， 東京や 大阪 とい う大都市 を擁す る都道府 県で は進学率が低下 し ， それ以

外の 県で は 進学率 が上 昇 した とい う こ と で あ る 。

　 第二 に ， 進学率 が低下 した の は女 子 よ りも男子 に お い て顕著 に見 られ た とい う こ

とで あ る 。 特 に 女 子 の 場 合 ， 全 国的 に は短大進 学 率が 微 増 し て い た こ と （天 野

1982）， 都道府 県別 に は現役大学進学率が 上昇 し続 け て い た県が 多 くあ っ た こ とが報

告 されて い る （潮木 ・藤田 ほか 　1982＞。

東京大学大 学院
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　第三 に ， 大学設置者別 に 進学率 を分解した結果 ， 国公立大学 へ の進学率， 私立大

学へ の進学率の 推移 と， 1976年以降生 じて い る 進学率停滞現象 との関連 は明確で は

ない とい うこ とで ある 。

　 こ の よ うに ， 誰が 大学や短大 に 進学 しなか っ た の か と い う問い に 答 える に あた っ

て ， 都道府県別 ・男女別 ・大学設置者別 と い う 3 要素 に 進学率 を分解す る こ とが基

本的な分析方法 と な っ て い る こ とが 分か る 。

　以上 の 3 つ の 知見が 導か れ るその 過程で ， 県内進学率 ・県外進学率が 計測 され て

い る 。 そ して
， 県内進学率 と上記の 3 要素を複合 させ て 分析が行わ れて い る 。 誰が

進 学 しな くな っ た か と い う問い に対 して ， 県内進学率 ・県外進学率が 移動 指標 と し

て 基礎的な デー タ と考 え られ て い る こ とが分 か る 。

　県内進学率 と は何 か 。 計算方法は容易で ， 東京都 を例 に と っ て考え る と， あ る年

度 に お い て ， 東京都所在 の 大 学 ・ 短 大 へ の進学者数 を分子 と し ， その 年度 の 18歳人

凵 （そ の 年度の 3 年前の 中学校卒業者数） を分母 とす る こ とで計 測 が 可能 で ある 。

デー
タ も， 文部科学省の 学校基本調査 か らす べ て 入 手 が 可 能 で あ る。

　そ れで は
， 県内進学率の意味する と ころ は何か を考 え る と， 菊地 （1981）の よ う

に 「自宅通 学可能圏 内へ の 進学率」 と解釈 され た り， 潮 木 ・
藤田 （1982） の よ うに

「地元 進学率」 と解釈され た りする こ とが 少な くない こ とに 気付か され る 。

　移動指標 と して都道府県を単位 とす る こ とに関す る問題 は ，
こ れ まで も議論 さ れ

て きた 。 例 えば牟田 （1988）は ， 都 道府県の 規模や地理 的位置関係が考慮 され な く

な っ て し ま う点を批判 して い る 。 そ の 問題 に対処す るた め ， 高校所在地 か ら 20    以

内に進学移動 した者 の割合 を指標 とする と い っ た よ うな工 夫が行わ れ て い る 。 こ の

よ うな工 夫は ， 北海道開発庁企画室 （1980）に よる大学立 地都市 30  圏内の プ ロ ッ

トの よ うに
， す で に 行われ て きた 。 しか しそれ らの移動指標 に ， 高校 や 大学か ら の

物理 的距離の 設定 に 研 究 者の 恣意性が残 っ て い な い と は言 い 切 れ な い 部分が ある
。

そ もそ も， 各圏域 ご との 地理 的位置関係 の 問題が 完全 に解決 され た と は考 え られ な

い
。 ゆ えに

， 仮 に 200km圏内進学率や 30km圏内進学率 を計測 した と し て も ， そ れ らが

必 ず しも自宅 通学可能圏内へ の 進学率 と同
一

で あ る保証 は な く， あ くまで も近似的

な変数で あ る と言 え る 。

　殿岡 （2  04）に よれば， 都道府 県 とい う行政 単位 に 「地 域」 と い う名称 を添 え る

と い う固定的な空 間認識 の た め に ， 本来の 研究 目的で あ る 「地域の 特殊性」の解明

が適切 に行わ れ な い 例 と して ， 「大学進学率の 地域格差研究」を挙 げて い る。県内進

学率を地元 進学率 と解釈す る こ とに慎重 で な けれ ばな らな い と い う警鐘 で あ る 。
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　そ こ で 本稿 で は
，
18歳人口 に 占め る ， 自宅 か ら大 学 に進学 した者，お よび自宅外

（学 寮や下宿等）か ら大学 に進学 した 者 の 割合 の 時系列 変化 を直接計測 す る 。 両者 の

割合をそれ ぞ れ ， 自宅進学率 ， 自宅外進学率と名付 け る 。 先行研究に お い て 県内進

学率が 自宅通 学可 能圏内へ の 進学率 と解釈 さ れて きた こ とはす で に 触れ た通 りで あ

るが ， 学生 の 居住形態 に 着 目して 進学率 の 推移 を直接計測 した例 は少 な い と思 われ

る
（1）

Q

　本稿の 研究の 流れ を概説して お く。 第
一

に
， 自宅 進学率 と自宅外進学率の全 国的

な時系列変化 を男女別 に 記述 し ， そ の特徴 を見出す （2節）。 強調 され るべ き点 は ，

女 子 の 大学 自宅進学率が ほ ぼ
一

貫 し た増加傾 向 を示 して きた点で あ る 。
こ れ は

， 男

子 の大学進学需要関数の 経済変数に よ る説明が成功 して い る
一

方 ， 女 子 の 場 合の 説

明が 困難で あ っ た
 
理 由 を示 唆 して い る と思わ れ る の で ， 今後 の 大学進 学率規定要

因分析 に とっ て重 要 で あ る。

　第二 に
， 先行研究の 例に 則 り， 男女別 ・大学設置者別 ・大 学所 在地別 に 両 進学率

を分解 し ， そ の時系列変化 を記述す る （3 節）。 2 節 と 3 節 に お い て ， 先行研 究 との

関連 に つ い て 適宜 触れ て い く。

　第三 に ， 重 回帰分析に よ り， 大学 へ の 自宅進学率の 規定要因を検討す る （4節）。

目的は ， 自宅 進学率に及 ぼす移動 コ ス ト効果の 確認 ， 自宅進学率規定要因の性別 ・

大学所在地別 の相違 を明 らか に す る こ とで あ る 。 さ らに ， 大学所在地固有 の 要因 を

コ ン トロ ー ル した 上 で ， 移動 コ ス ト効果をは じめ とす る経済変数効果の 男女別差異

を確認 す る 。

　そ して 最後 に ， 本研究の 持つ 若 干の 政策的含意 を， 地域移動の 観点か ら述べ
， 今

後の 課題 を指 摘す る （5 節）。

2
．　 自宅進 学率 と 自宅外進 学率の 全国的な変化 （男女別）

2．1． 計測 方法

　は じめ に ， 使用 した データの 説明 をす る。用 い たの は文部 科学省が行 っ て きた 『学

生生活調査』で ある 。 同調査 の 目的 は ， 「学生 に対す る奨学援助事業の改善充実 を図

るた め の 基礎資料 を得 る こ と」で あ る 。
1968年度以降 は 2 年お きに 調査 されて い る

と い う継続性 に 優れ て お り， か つ
， 学生 の 経済状況 ， 修学状況 ， 家計 の 属性 を収 め

たデータ と して は我が 国最大規模で あ る 。 1968年度は， 全国 の 在籍学生数 1
，
462

，
705

名 （『学校基 本調査』）か ら調査対 象 と して 21516名が 抽出され ，
さ ら に そ の 調査対 象

者か らの 回収率 は 76．9％で あっ た 。 直近 の 調査 で あ る2004年度 は ， 全国2，967，836名
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か ら51 ，
205名が調査 対象 とされ ， そ こか らの 回収率 は 61．1％で あ る 。 こ の ような大

規模か つ
， 同

一
項目 を調査 して き た デー

タは 貴重 で あ り， 特に 本稿 で焦点が 当て ら

れ て い る学生 の居 住形態 に つ い て 知 る こ との で き る 点 に お い て は ， 我 が 国唯
一

の デ

ー タで あ る と思 われ る 。

　自宅進学率を計測 す る に あた り ， 同調査に 記載 さ れ て い る 自宅通 学者数 を用 い る 。

計測対象で あ る 自宅進学率は ， 18歳人口 に対する ， 自宅 か ら通 う進学者の 割合で あ

る。 自宅通学者数 は ， 調査年度 に お け る大学生全体 に 占め る， 自宅通 学者の 人数で

ある 。 よ っ て ， 計測 した い 自宅進学率は フ ロ ーで あ る に もか かわ らず ， 採集で きる

データ はス トッ クで ある点が 問題 とな る 。 そ こで ， 本稿 で は下の よ うな計算式 に よ

りス トッ ク を フ ロ ー
に変換す る こ と を試 み て い る 。

自宅 進 学率 一

調査韈 。讙 霧鱒覊考芸鰲歳人 。の 総和

　本稿で は議論 を簡 潔に す る た め ， 大学 入学後 ， 留年 や休学 ， 退 学 はな い もの とし ，

4 年後に 必ず卒業す る もの とす る 。 この よ うな仮定の もとで ， そ の年度 を最後の 年

度 とす る 4 年間の 平均的 自宅進学率が計測可 能 とな る
（3）

。 自宅 外進 学率 は ， 上 の式 の

右辺第 1項 の 分子 に ， 「調査年度 の 自宅外通 学者数 」
ω

を当 て は め れ ば よい 。 なお ， 本

稿で 用 い られ て い る学生生活調査の データは ， 特に こ とわ りの な い 限 り昼間部の も

の で あ り， 夜 間部 は含 まれ ない 点 に注意が必要で あ る 。

　以上 の よ うな学生生活調 査 を も とに した 自宅 進学率 ・自宅外進学率 の計測 は， 先

行研究 に 見 られ る家計調査か らの 推計 （菊池　2001） と比 較 して ， 次 の 点に お い て

都合が よ い
。

　第
一

に ， 学生生活調査 を用 い た場合 ， 性別 や大学所在地等 に よ り分類す る な ど の

詳細 な 自宅進学率 の 計測が 可 能 とな る。 第二 に
， 家 計 調査 で は学生 単身者世帯が 対

象か ら除か れ て い る た め 自宅外進学 率が計測 で きない が ， 学生 生活調査 を利用すれ

ば そ の 問題 を回避す る こ とがで き る 。 第三 に ， 家計調査 か ら計測 され る比率 は世帯

を単位 と した もの なの で解釈に注意 を要す る
一

方 ， 学生生 活調査 を用い れ ば該当年

齢人 口 べ 一ス で 比 率 を求 め る こ とがで きるの で ， 素直 に解釈す る こ とが で き る 。

　また ， 自宅進学率 と似た概念 として ， 自宅率 （在学者 に 占め る 自宅通学者の 割合）

が ある （田中　1994な ど）。 自宅率は進学者べ 一
ス で あ るか ら， そ こ に は進学す るか

否か と い う判断が 含まれ て い な い
。 しか し， 自宅の 近 くに大学が 少な い （あ るい は

無 い ）な どの 地域 要因に制約 され た者 を想定すれ ば ， 居住形態の選択 ， 進学 ・非進
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学の 選択 を切 り離して 考 え る の は必ず し も適切 で はな い 。

2．2． 計測結果 （196B年 か ら 2 年 お きに 1998 年 まで ）

図 1　 性別 ・ 居 住形 態別
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図 2　 性別 ・居住 形態別
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　自宅進学率 と自宅 外進学率の 男女別時系列変化 の 計測 結果 が 上 の 図 1 ・図 2 で あ

る 。 計測期間 は 1968年度か ら 2年 お きに ， 1998年度まで の 16期間 （31年間）で あ る 。

図 1 は大学進学率 を ， 図 2 は短大進学率 を示 す 。 男子 の 短大 進学率 は き わ め て 低 い

ので ， 割愛 した 。

　一
見 して 明 らか なの は ， 女子 の 大 学 自宅進学率 は ほ ぼ

一貫 して 増加傾 向に あ っ た

とい うこ とで ある 。 男子の 自宅進学率 ， 男女 の 自宅外進学率 ， 女子 の 短大進学率が

明確 な停滞 ・減少期間 を持 っ て い るの と は対照的で ある。

　大学 へ の 自宅進学率 ・自宅 外進学率 に 着 目して ， 性別 に よる変化の 違 い をみ て お

こ う 。 菊池 （2001）は世帯べ 一ス の 高等教育在学率 （自宅通 学者）は 1985年か ら1990

年 まで 上昇 し ， その 後は低下気味に 変動 して い る と述 べ て い るが ， 自宅進学率 の 変

化の 傾向が 男女 に よ り異な るの は図 1 よ り明 白で ある 。 男子 の 自宅進学率は拡大 ・

停滞
・
再拡大 と い うよ く知 られ たパ ター ン を示 して い るが ， 女 子 の 大学 自宅進学率

の拡大は ほ ぼ一
貫 して い る 。
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　 こ こ か ら分 か るの は 次の 二 点 で ある 。

　第
一

に ， 我が 国の 大学進学率規定要因研 究に は ， 移動 コ ス トが 考慮 されて い ない

と重 要な限界が あ っ た点だ 。 矢野 （1996＞ は女 子 の 進学需要に与 え る経済変数 の 影

響 は弱い の か もしれ な い と推測 して い るが ， 女 子 の 進学行動を説明 す るた めの 重要

な視点
〔5）

は ， 移動 コ ス トが 進学行動に 及ぼ す影 響の男女差で は な い だ ろ うか 。

　第二 に
， 女 子特有の 自宅志向の 存在が 示唆 され る点だ 。 女子 の 場合は大学 ・ 短 大

と もに
， 自宅進学率 が 自宅外進学率を常に上 回 っ て い た の に対 し， 男子 の場合 は完

全に 逆の 傾 向を示 して い る
 

。

　田 中 （1999a， 1999b）は 女子 の大学進学率決定要因 と して ， 大学 へ の 近接度を挙

げて い る。 特に 女子 の場合 は非金銭的理 由か ら保護者が 下宿通 学に 消極的に な る と

い う田 中の説 は ， 前段落 で述 べ た女 子の 自宅志 向 と
一

致 して い る 。

3．　自宅進学率 と 自宅外進学率の 個別 変化 （性男［bk学設 置者男1撕 在地別）

3．1． 計測方法

　は じめ に ， 図 1 で 示 した性別 ・自宅進学率 を大学設置者別 （私立 と国公立 ） に 分

解し ， 私立大学に つ い て は ， さ らに 大学所在地 （以 下 ， 「地域 」と略す）別 に分解 し

た
〔7〕

。 例 えば
， 東京都の私立大学 へ の 女子 ・自宅進学 率は以下 の 方法 に よ り計測 され

る 。

自宅進学率 ＝

調査年度 に お け る， 東京都 の 私立 大学の 女子 ・自宅通学 者数

　　 調査年度を最後 とす る ， 4 年度分の 18歳人 口 の総和

3．2． 計測結果 （1968年か ら 2 年お きze　199S年 まで ）

　図 3 〜 6 は ，
1 節で 述 べ た い わ ゆ る第 1 期 （196  〜 1975年）， 第 2 期 （1976 〜 199 

年）， 第 3期 （1991年以 降） と い う時期 ご とに ， 地域差が変化 す る こ とを示 して い

る。

　図 3 を見て み よ う。 第 1期 の拡大が顕著な の は京阪神 ・私立 とその 他 ・ 私立で ，

第 2 期 に は地域 に よ る違 い が 見 られ な L  第 3 期の 再拡大で 目立 つ の は その他 ・私

立の 伸びで ある 。

　図 4 を見 る と， 第 1期の 拡大 はその 他 ・私立 が担 い
， 第 2 期は東京 ・ 私立が 大幅

に減少 して い る こ とが 分か る 。 第 3期 は そ の他 ・私立が伸びる一
方で 東京 ・私立 は

停滞気味で ある こ とが 分 か る 。
こ れ らの 傾向 は， 図 6 に も表れ て い る 。
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　図 5 は ， 第 1〜 3 期 に わた っ て ， そ の他 ・私立 の 上 昇幅が大 き い こ とを示 して い

る 。 同時に ，
い わ ゆ る大学の 地方分散化 ・大都市抑制政策が採 られ て い た第 2期 に

お い て ， 東京 ・私立 と京阪神 ・私立 が上 昇 して い た 点 も興味深 い 。 大学入学定員が

抑制 され て い た 大都市 で 自宅進学率が 上 昇す る構造 と
， 地方で 自宅進学率が上 昇す

る構造 は
， 異な っ て い るの か もしれ な い

。

　 こ こで ， 大学進学 に伴 う地域移動 に 関す る先行 研究 と以 上 の 計測結果 との 関連 を
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述 べ て お く。

　秋永 ・島 （1995） は都道府県別の 県内進学移動 ・県外進学移動 に 関す る時系列分

析 を行 い ， 1971年か ら1991年の 間 に ， 移動先 と して の 大都市圏 に 属す る都府県の 地

位が低下 して い る点 を指摘 して い る 。 大都市 圏の 移動先 と して の 地 位低下 をもた ら

した要因 は ， 東京の 私立大学 へ の 自宅外進学率が 特 に 男子 に お い て 減少 した こ と に

求 め られ る で あろ う。そ して ， その減少分 をすべ て埋 め て い るわ けで はな い もの の ，

東京の 私立大学で は女 子 の 自宅進学率が 増加 して い たわ けで あ る。

4 ．　 重回 帰分析 に よ る 自宅進学率の 規定 要因の 検討

4．1． 独立変数 の 説明

　 4 節で は
， 移動 コ ス ト効果 の男女差や地域差 ， 自宅進学率決定要因の 男女別 ・地

域別相違 を重回帰分 析に よ り検討す る 。 た だ し ， 分析対象か ら自宅 外進学率 を除外

し ， 自宅進学 率に 焦 点 を しぼ る 。 なぜ な ら ば ， 自宅外 進学者 の 出身地域 に つ い て の

デ ー
タが な く，

モ デル 化 が困難だ と判断 した た めで ある。 また ， 設置者別に は ， 自

宅進学率の変動 に大 き く寄与 して きた 私立大学の み を対象 とした 。 こ こで 想定す る

自宅進学率の 経済 モ デル は 以下の 式で 表現 され る 。

In（自宅進学率）it
＝

α ＋β、ln（所得）it ＋ β、 ln（初年度納付金）it ＋6S　ln（移動 コ ス ト＞t

　　　　　　　　 ＋6、
　1n（大学収容力）it＋ εtt

（1は大 学所在地 （東京 ・京阪神 ・その 他） を，t は年度 を示 す 。 独立変数 に 1期の ラ

グを っ けたた め ， 計測期間は 1970〜 1998年度 （2年お き）の 全 15期間で ある 。 ）

　独 立 変数 の 定義 ， デー
タ の 出典 ， お よ び期待 され る係数 の符 号条件 を説明す る

。

　「所得」は ， 大学所在地 iの 自宅通 学圏 と考 え られ る地 域 （「京浜」「京阪神」「その

他」
（8）
）の 資金調達力 で ある 。 総務省 『家計 調査』各年度 に お け る表 「都市階級別 ・

地方別 1世帯当た り平均 1 ヶ 月間の収入 と支出 （勤労者世帯）」の 可処分所得の 数値

を用 い た 。 係数の 符号条件 は ， 理論的 に 期待 され るわ けで は な い 。 係数の 男女差 ，

地域差に着目す る 。

　「初年度納付金」は ， 進学 に要す る費用 で あ る 。 総務省 『全 国小売物価調査」の 表

「大学授業料
一
都道府県別」を用 い

， 私立 大学法文経系の 年間授業料 ， 入学金 ， 施設

費を足 し合わせ た
（9）

。 他の 条件が一定の も とで 期待 さ れ る係 数 の 符号条件は負で あ
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る 。

　「移動 コ ス ト」は ， 自宅 外進学 に伴 う移動 に要す る費用 で あ る 。 文部科学省 「学生

生活調査』 の 表 「居住形態別 ・ 収入 平均額 お よ び学生生 活費の 内訳」 を用 い
， 下宿

して い る者 の 生活費か ら， 自宅 か ら通学 して い る者 の 生活費 を差 し引い て 求 めた
ω

。

他の 条件 が
一

定 の もとで 移動 コ ス トが増加 すれ ば， 自宅外進学が 困難 に な る こ との

裏返 し と して
， 移動 コ ス トが か か らない 自宅進学を選択 する者 の割合 は上 昇 す るで

あろ う。 期待 され る符号条件は正 と言え る 。

　「大学収容 力」は ， 全国の 大学志願 者を ベ ース とす る ， 各大学所在地 の 学生収容能

力で あ る 。 文部科学 省 『学校基本調査』に お け る表 「大学 の都道府県別 学校数 お よ

び学生数」， 表 「大学・短 期大 学 へ の 入学志願者数」 を用 い た 。 年度 を最後 とす る 4

年間 の平均で ある 自宅進学率 を算出す るの と同様 な方法で 求 め た
｛tb

。

　収容力変数 を扱 う際に 注意が 必要な の は ，
い わ ゆ る 「収容力」の 定義が研究 者 に

よ り異な る 点で あ る 。 研究者の 関心 に応 じて， そ の都度定義 され て い るの が現状 の

ようだ
 

。 大学志願者ベ ー
ス の 大 学収容力 を採 用 す る際は ， 文部科学省 （2005）に よ

る定義 を参考 に した 。 そ の 定義に よれ ば， 収容力 は
， 「実際 に 大学 ・短 期大学 に 入学

した者の 数 を全志願者数 （現役志願者数 と過年度志願者数の 合計）で 割 っ た値 。 こ

れが 100％ とな る と ， 計算上 は ， すべ て の 志願 者が い ずれ か の 大学 ・短期大学 へ 入学

h∫能 とな る」 と説明 され て い る 。

　予想 され る符号条件は正 で ある 。 収容力 の 拡大 は入 学可 能性 の 上昇 を意味 して い

るた めで あ る。

4．2． 分析結果  （大 学所在 地 ご との 個別 時 系列推計 ）

　は じめに 行 う分析方法は ， 重回 帰分析 に よ る ， 大学 所 在地 ご と の 個別 時系列推計

で あ る 。 各変数 の 係数 の 推定値 の 地域差 と男女差 ， 自宅進学率 を規定す る構造 の地

域差 と男女差を確認す る こ とが 目的で あ る 。 所得 ， 初年度納付金 ， 移動 コ ス トと い

う 3 つ の経済変数か らな る 3 変数 モ デ ル と， それ に 収容力を加 えた 4 変数モ デル を

比較 し ， そ の 結果 を示 した のが ， 次の 表 1 で ある 。

　  式お よび  式 は ，
F 値 の 低 さか ら ， 有意 なモ デル だ とは 言 えな い

。 東京の 私立

大学 に 自宅 進学す る男子 は ， 非経済的要因 （文化的な規範や価値観）の 影響 を受 け

て い る の で あ ろ うか 。

　  〜   式 に着 目す る と
， 収容力 を加 えた 4 変数 モ デル の 説明 力が ， 3 変数 モ デ ル

よ りも高 い こ とが 分 か る 。 よ っ て ， 4 変数モ デル に 焦 点 を当て て議論す る 。
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表 1　 重回 帰分析 （時系 列分 析）

　　　従属変数 ； In 自宅進学率 （私 立大学所 在地 別 ・性別 ）

　 東京 （男〉

  　　 　　　 

　 京阪 神 （男 ）

  　　　　 

　 そ の 他 （男）

  　　　　  

1n所 得 一．704　 　 　 　 ．046
− 1．081　 　 　 　，D71

一」 65　　　 − ．940寧

一．486　 　 −−1，872
2．646＊ ＊

　 　 　 ．650
2．279　　 　 1．157

ln初年度納 付 金 ．116　 　　 　 ．160

．375　　 　 　 、603

一．271　　　　　 036
− ．481　 　 　 　 ．200

一1．167啣　 　 一．339

　 1．984　　
− 1，243

111移動 コ ス ト 、316　 　　 　 ．巳10

．547　　　 1．499

1．489　　　　 135 巳
蹴

1．321　 　 　 3．786
1．687　　　

− ．214
1，555　 　 　

− ．405

111収 容 力 1』 36糊

2．243
2，470＊＊ ＊

9．939
1．353榔 ホ

7．2ユ4

F 値 ．463　 　 　 1．733 1，046　 　 　 32．456榊 6，932
襯

　　42．359櫓

adl　R2 一．130　 　　 　 ．173 ．OIU　 　 　 　 ．900 ．56D　　　　 ．922

DW 比 ．908　 　　 1．255 ．489　 　 　 L687 1．412　　　 2．  44

　 東京 （女 ）

  　　　　　 

　 京阪神 （女）

  　　　　 

　 その 他 （女 ）

  　　　　  

ln所 得 ，ε13　 　 　 2．510噛 牌

，586　 　　 4．761

1 ．32日　 　 　 　 1．200韓

1．122　 　　 2．533
3．882料

　　　 1．444鰰

2．884　 　　 3，391

ln初年度納付金
一

〇30　　　　 ．081
− ，06 　 　　 　 ．378

一，407　 　 　
− ．184

− ．965　 　
− 1．073

一，962　　　　 ．049
− 1．411　　　　 ．237

ln移動 コ ス ト 1．405　　　 2，656累 蹴＊

1．518　　 　 6，05呂
1．961林

　 　 　 1．臼65＊ 牌

2．322　 　 　 5．509

3 ，186 林　 　　 　．8日4赫

2，533　　 　 2．162

ln収容力 2．620桝

6．991

1」 95＊ ＊謐

7．652
1．652楙

11．626

F 値 17．094 糊
　 80．829楙 19．694 桝

　　1D6．681桝 74．OO2辮　 　766．229鰰

adj 　R2 ．775　 　 　 　 ．958 ．800　　 　 　 ．968 ．94  　　 　 　 ．995

DW 比 ．62昌　 　　 2．278 ．716　　 　 2．976 1．295　 　 　 2，264

D 計測期間 ：1970年か ら2年お きに 1998年 まで 。全15期。
2 ）独立変数 に は 1期 の タ イム ラ グ あ り。

3 ） 太 字 は非 標 準 化 回 帰係数 を示 し，そ の 下の 値 は t値で あ る 。

4 ）有意 水 準 は右 の 通 りで あ る。
““＊1 ％水準　

’＊5 ％水準　
＊ 10％ 水準

　第
一

に ， 所得効果 に 着 目す る と
， 直接効果の 符号条件 が性別 に よ り異 な るの が 特

徴で あ る 。 所得が ．ヒ昇 した 場合 ， 女子 の 自宅 進学率は高 まる が
， 男子 は その 限 りで

はな い
。 男子の 場合 ，   式 に見 られ る よ うに ， 地 方 で所得 と 自宅進学率 との 間に 有

意な関係が見 られ な い の は ， 他の 条件が
一

定 の もと で所得が上 昇す る こ とで ， 移動

が 容易に な る こ と を意味 し て い るだ ろ う 。 た だ し，   式 に 見 られ る よ うに
， 京阪神

の場 合は 負の所得効 果が あ る こ とに つ い て の 解釈 は難 し い 。

　女子の 所得効果の 大学所在地差 を検討す る と ， 地方よ りも大都市の 方が敏感 に反
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 大学への 自宅進 学率の経済モデル

応 し て い る （東京2．510
， 京阪神1．200

，
そ の 他1．444）。

　第二 に
， 初年度納付金効果 に っ い て 着 目す る と ， 有意な結果 を得た の は，   式の

み で あ る 。 しか し ，
4 変数 モ デル の   式で は ， そ の 効 果 は消失 した 。

　第三 に ， 移動 コ ス ト効果 を検討す る 。 男子 は  式 （京阪神）で 有意 な正 の 効果 を

持ち ，   式 （その 他） で は持 た ない 。女子 はす べ て の 大学所 在地で有意 な正 の効果

を持 つ （  式
・  式 ・  式）。

　女子の 移動 コ ス ト効果を大学所在地別に 比較す る と
， 東京が 最大 （2．656）， 次い

で京阪神 （L865 ）， その 他が最小 （0．864）であ る。女子 の 所得の 直接効果 は東京が

高 く， その 他が低 い とい う傾向が確認 され た の と同様で あ る。

　第四 に
， 収容力効果 を見て み よ う 。 収容力 は

， 性別 に か か わ りな く， 自宅進学率

に正 の効果 を与 えてい る 。
つ ま り， 大 学に 入 りや す くなれ ば ， 自宅 進学率は高 まる 。

　男女別 に収容 力効果の 大学所在地 差 を確認 す る 。 男子 の場合 は， 京阪神 （2．470）

の 方が その 他 （1．353）よ り も高い
。 女子 を見て み る と

， 東京 （2．620）， 京阪神 （1．

795）， そ の 他 （1，652）で あ る。独 立 変数 の 値 が 1 単位増加 す る こ と に よ る効 果 は ，

地 方 よ りも大都市の 方が敏感だ とい う現象 は ，
こ こ で も観察 で き る 。

　以 上 の 分析 結果 を男女別 に ま とめ る と次 の よ うに 言え よ う 。 男子の 自宅進学率は ，

主 に 収容力 に よ り規定 され て い る 。 女子 の 自宅 進学率は ， 所得， 初年度納付金 ， 移

動 コ ス トに よ り規定 さ れて い る 。

　さ らに ， 分析結果 を地域別 に ま とめ る と ， 制約要因に対 して敏感なの は ， 地 方 よ

りも大都市 だ と言 えよ う 。

　そ う い っ た男 女の 差異 ， 地 域 の差異 は ， 何を意味 して い る と考 え られ るで あ ろ う

か 。 地域別差異の 背後 に は ， 例 え ば女子特有の 自宅志向が東京で 高 く， その他 で 低

い と い う関係が あるの で あ ろ うか 。 そ の 時 ， 女子特有 の 自宅 志 向 は ， 地域 の伝統的

な ジ ェ ン ダ ー
観 を意味 して い る の だ ろ うか 。 そ れ と も ， 地域 の労働市場 の 特質 を示

す代理 変数 と解釈で き る の で あろ うか 。 ある い は ， 選択で き る大学の 種類 の 多様度

が ， 東京で 高 く， その 他で 低い こ とを意味 して い るの で あ ろ うか 。

4．3． 分析 結果   （大学所在地 ダミ
ー変数に よ る ， 固定効果推計）

　 こ こ で は ， 地域の 差異 を コ ン ト ロ ール した上 で ， 自宅進学率規定要因の 男女差 を

詳 し く分析す る 。 具体的に は ， 表 1 に お け る  式 ・  式 ・  式 ，   式 ・  式 ・  式

をそれ ぞ れ 1 つ の 重 同帰式 に ま と め て 分析 す る 。 そ の 際 ， 東京 を基準 と した大学所

在地 ダ ミー
変数 を用い る 。 この よ うな操作 に よ り， サ ン プ ル 数 はそれ ぞれ 3 倍 の it＝
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45と な る 。 同時 に ，
こ の操作 は ， 大学所在地 に固有の 観察不能 な変数の 効果 を除去

する こ と と同義で あ る 。 分析結果は ， 次の 表 2 の通 りで ある 。

表 2　 重回帰分析 （時系列分析 ）

　　　従属 変数 ：ln 自宅進学率 （性別 ）

男

 

女

 

1n所得 ．159

．307

1，765甲寧寧

4．4S3

ln初年度納付 金 一，343
− 1，θ17

一．325＊＊

− 2，017

1n移動 コ ス ト 1．051零寧

2．496

2，00『串串

6．251

ll1収容力 ，714林 ＊

5．781

1，163串林

12．382

京阪神ダ ミー ．353榊

2．777

．608＊＊審

6．294

そ の 他 ダ ミー ．372申 申申

5 ．176

，186桝

3．401

F 値 27、615榊 177．526聯 琳

adj 　R2 ．784 ．960

DW 比 1．502 1．072

1 ＞計測期間 ：1970年 か ら2年 お き に 1998年 まで 。

　 全15期。45サ ン プ ル 。

2＞独立変数 に は 1期 の タ イム ラ グあ り。

3）太 字 は非標準 化 回帰 係 数 を示 し，そ の下 の 値 は

　 t 伯 で あ る。
4 ）有 意 水 準 は 右 の 通 り で あ る。’＃

　1 ％ 水 準

　
＊ ’

　5 ％水準　
’IO％水準

　男子 の 自宅進学率に対す る所得効果 を除 き， ほぼす べ て有意 に推定され て い る こ

とが 分か る 。 男子 の 初年度納付金効果 の 有意性 は 10％水準 に は満た なか っ た もの の
，

12％水準 で 有意 で あ る 。

  式 と  式の 比較 か ら ， 自宅 進 学率に対 す る 各変数効果の 男女別相違 を 5 点確認

して お く。

　第
一

に ， 所 得効果 は， 男子 の 場合 は な く， 女 子 の場 合 に 正 の 効果 を持 つ 。

　第二 に ， 初年度納 付金 効果 は ， 男女 と もに負の 効果 を持ち ， 弾力性 はほ とん ど変

わ らない 。

　第三 に ， 移動 コ ス ト効果 は ， 男女 と もに正 の効果 を持 ち ， 女子の 方が 男子よ りも

お よそ 2 倍弾力的で あ る 。
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　第四 に
， 収容力効果 は ， 男女 ともに正 の 効果 を持 ち，女子 の 方が 男子 よ りもお よ

そ 1．6倍弾力 的で ある 。

　そ して
， 東京 を基準 と した 時の 京阪神お よびその 他の効果は ， 男女 と もに 正 で あ

る Q

5 ． 本研 究の 意義 と
， 今 後の 課題

　自宅進学率の 規定要因に対 して
，

女子 の 方が 男子 よ りも総 じて敏感 で あ る こ との

政策的意味 を ま とめ る こ と を も っ て ， 本研究の 意義 とす る 。

　所 得効果 に 着 目す る と ， 男子 の 場合 に は効果 が 無い
。 女 子 は正 の 効果 を持 ち

， 弾

力的で あ る
。

こ の こ と は
， 所得の 上 昇 と と もに ， 地域 に残 る女 子 が 増 え る

一
方 ， 男

子 が 地域 に 残 留す る と は限 らな い と い うこ と を意味 して い る 。 男子 は 自宅外進学 に

流 れ てい るの か もしれ な い
。 大学進学が家計の 資金調達力 に の み依存す る状況 の も

とで は
， 「地域 に 残 る 女子 ，

地 域か ら出て 行 く男子 」とい う構 図が再生産 され続 け る

可 能性が 示 唆 さ れ る 。 男子 の 自宅進学率が 上昇 した の は ， 収容力．h昇 に よ る効果 と，

移動 コ ス ト増 加 に よ る効果で あ っ た 。
こ の 時 ， 両効果 ともに 女子 の 方が 男子 よ り大

きい の で
， 相対的な関係 と して は ， 「地域 に 残 る女子 ， 地域 か ら出て 行 く男子 」とい

う構図が維持 され る 。

　自宅 進学率の 経済 モ デル に お い て ， 高等教育 政策 と して 直接 コ ン トロ ール で き う

る変数は ， 初年度納付金 と収容力で あ る 。 初年度納付金 を下 げれ ば ， 自宅 進学率 は

上昇す る。収容力 を上 げれ ば ， 自宅進学率 も上 昇する 。 た だ し， 自宅 進 学率の 初年

度納付金弾力性 よ りも， 収容力弾力性の 方が高 い
。 授業料 を 1 ％抑え るの に 要する

費用 と， 収容力 を 1 ％ ヒげる の に 要す る費用 を勘案 した上 で ， よ り効 率的 な方法 を

選択 す る こ とが で きる。 しか し ， 「大学全入 」時代 の 到来 と い う ， 収容力の 上 限 に到

達す る事態 を考 え る と
，

こ れ以 上 の 収容力増加 を期待 す る こ と は難 しい と思 わ れ る 。

か つ
， 収容力効果は女子 の 方が男子 よ りも大 きい

。

　 こ の よう に ， す で に 示唆 した 「地域 に残 る女子 ， 地域か ら出て行 く男子」 とい う

状況 を多少 な りと も改 善 し うるの は ， 初年度納付金の 値下 げで ある 。 移動 コ ス トを

高め る こ とに よ り自宅進学率を上 げる と い う発想 は現実的で はな い
。 さ らに ， 自宅

進学率の 規定要 因の 中で は例外的に
， 初年度納付金効果 に は 男女差が ほ とん どない

こ とか らも ， 男女 の双 方に均等に効果 を及ぼ す もの と考 え られ る 。 しか し ， 自宅進

学率 の初年度納付金弾力性 は小 さ く，
そ の 政策実施 コ ス トは 高価 で ある こ と を示 し

て い る 。
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一

方 ， 優秀な学生 を全国か ら確保 す る と い う観点 に立 つ と， 学生 の 流 動性 を高 め

る必要 もある で あろ う。 移動 コ ス トの 高 さが 自宅進学を促す とい う こ とは， 移動 コ

ス トが学生 の 地域移 動 を制約 して い る と い うこ とで もある 。 例 えば ， 学寮の 充実 な

どに よ り， 移動 コ ス トの 軽減が 必要で ある 。

　 最後 に ， 研 究上 の 今後 の 課題 を 3 点だ け提示 す る 。

　 まず ， 男子 に比 べ て女子 の 方が ， 進学制約要因に対 して敏感で あ る こ とそれ 自体

の 要因に つ い て で ある 。 伝統的な ， あ るい は文化的な要因 に よるの か ， それ とも労

働市場等の 問題 なの か
， さ らな る検討 を要 す る。

　第二 に ， 女子に お け る大学 と短大 の 関係の 変容 に 関す る問題で あ る 。 具体的に は ，

い わゆ る 「女子 の短 大離れ」 はい つ
，

ど こか ら始 ま っ た か ， そ して その 要因 は何か ，

と い う問題で あ る 。 2節  の 図 ユ ・ 2 を振 り返 る と ， 女 子高等教育拡大の 第
一

の 担

い 手で あ っ た 短大 自宅進学率 は ，
1994年の 17。5％ を境 に 減 少 に転 じ ， 1998年 に は 15．

6％ とな り， 伸び続 け る大 学 自宅進学率 （15．3％）とほぼ並 んだ 。 自宅外進学率に 着

目した場 合 ，
1976年以降短大 自宅外進 学率が減少 したた め ， 1984年 に は すで に大学

（6，3％）が短大 （5、8％） を超 え て い る。 1998年に な る とそれ ぞれ 12．8％， 6．8％ と

い う よ うに ， 約 2倍 もの 差 が生 じて い る 。 自宅 外進 学者 の 間で は ， 「女 子 の短 大離 れ 」

がか な り早 い 段階 か ら始 ま っ て い た の か もしれ ない 。 本稿 は ， 女子 の 自宅進学率 に

停滞期が 見 られ ない 点 に注 日したた め ， 大学 と短 大の 関係の 変化 と い う問題 に は 立

ち入 らな か っ たが ， 女子の 高等教育全体の 構図 を描 くた め に は ， 「女子 の短大離れ」

の 生 じて い た地域 や 時代 ， お よびそ の 要因の 考察が 不可欠で あろ う。

　第三 に ， データの 制約の 問題 で あ る 。 本稿の 中心 的デー タ と な っ た r学生生活調

査』は学生の 出身地 域に 関す る情報 に欠 けて い る 。 都道府 県 と い う行政単位 を離れ

るや否 や ， デ ータの 制約 に直面 して し まう 。 本研究 に お け る 『学生生活調査』の 用

い 方は ， 「学生 に対 す る奨学援助事業 の 改善充実 を図る た め の 基礎資料を得る」と い

う同調 査 の 目的 に必 ず しも沿 っ て い るわ けで は な い か もし れ ない 。 し か し ， 『学生生

活調査 』の 本来の 目的を達成 す るた め に も ， 学生の 出身地域 に関す る情報は重 要 だ

と思 われ る 。 我が国 の 高等教育政策 を考 える上で
， 基礎 的資料の

一
層の 整備が望 ま

れ る 。

〈注 〉

（1） 家計調査 を も と に した ， 自宅通学者 の 高等教育在学率 （世帯単位）の推計例が

　 ある （菊池　1994， 菊池　2001）。
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（2） 例 えば矢野 （1996）に よる と
， 私立大学授業料 ・ 所得 ・ 合格率 ・ オ イ ル シ ョ ッ

　ク ダミ
ー変数の 4 変数に よ る回帰分析 の 結果 ， 男子 の 大学志願 率 の説 明 に は成功

　 して い る 。 女子の場 合 ， 計測期間が 198 年 まで で あれ ば説明 に成功 して い るが
，

　計測期 間が 1995年 まで に な る と説明 に成功 して い な い
。

（3） 例 えば 2002年度 の 自宅進学率は
，
1999年度 か ら2  02年度 まで の 自宅 進学率 の 平

　均で ある 。 2002年度 に お け る 自宅通 学者 を ， 1999年度か ら2002年度 まで の 各年度

　に お け る 18歳人口 の総和で 除 した商 と言 える 。 18歳人 口 は ， その 年度の 3 年前に

　お け る中学校卒業者数 で ある 。
こ の 発想 と類似 した 方法 は ， 近藤 （2001）に よる ，

　収入階層別在学率 の推計 に も用い られて い る 。 近藤 は ， 「当該年度 を最後 に含 む大

　学 入学者の 4 年間の 累計」 を 「同 じ コ ーホ ー トの 4 年間の 累計中卒者数」で 除 し

　た値 を 「在学率」 と表現 して い るが
，

4 年間の 平均的進学率 と言 い 換 えて も同 じ

　で あ る 。 なお ， 短大 の 自宅 進学率 ・ 自宅外進学率 を求め る際 は ， 調査年度 を最後

　 とす る， 過 去 2 年度分の 18歳人 口 の 総和で 除す る こ と に なる 。

（4） 自宅 外通 学者数 は， 学生生活調査 に お い て
， 居住形態が 学寮 また は下宿 と答 え

　 た者の 和で ある 。

（5） 丸山 （1992）は ， 産業構造 の変化 ， 好況 に よ る労働 需要 の増大 ， 19．・86年の 男女

　雇 用機会均等法に よ る女子労働市場の
一

層の 拡大， 女性の ラ イ フ ス タイ ル の変化

　 を挙 げて い る 。 荒井 （1998） は ， 進 学決 定時点 の 景気や 労働力率 を挙 げて い る 。

（6） 田 中 （1994） は1990年度学生 生活調査 の個票分析の 結果 ， 男女別で は女子 の 方

　 が 自宅 通学者比率が 高い 点 を指摘 し た 。

（7） 大学設 置者 は国公私立 の 3 つ に ， 大学所在地 は ， 1968年度 か ら1998年度 ま で の

　調査 で は ， 東京都， 京阪神 （京都府 ・大阪府 ・兵庫県）， そ の他の 3 つ に分類 され

　 て い る 。 また ， 国立 大 学 に 関して は ， 上記の 所在地別分類を控 えた
。 東京都 ・京

　 阪神 の 占め るシ ェ ア が 小 さ い た めで あ る 。

（8） 「そ の他」に お ける可 処分所得 は ， 可処分所得 （全 国） と世帯数 （全国）の積 か

　 ら ， そ れ ぞ れ の 地域 に お け る可処分所得 と世帯 数の積 を差 し引き，
そ れ を世帯数

　 （京浜 ・京阪神以外 ）で 除 して 求 め た 。 な お ， 『家計調査 』 に お け る 「京阪神」 は
，

　 『学生生 活調査 』の 定義す る 「京阪神」 （京都府 ・大阪府 ・兵庫県） とは異 な る 。

　 ま た ， 全 国消費者物価指数 を用 い て 2000年度基準の 金額に 変換 した 。

（9） 「京阪神」お よび 「その 他」の 初年度納付金 は ， 都道府県別私立 大 学 数 を用 い て

　 加重平均 して 求 め た 。 大学数 は ， 「学校基本調査』各年度 よ り求め た 。 また ， 可処

　 分所得の 場合 と同様 に ， 2000年度価格 に 変換 し た 。
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  　『学生生活調査 』の表 「居住形 態別 ・ 地域別学生 生活費」か ら， 同
一

地域 に お け

　る下宿通学者 と自宅通 学者の 学生 生活 費の 差 を以 っ て ， 性別 ・大学設置者別 ・大

　学所在地別の 移動 コ ス ト （生活費）を推計 で きる 。 「学生生活費 を学費 と生活費 に

　分 けて み る と ， 学費 に つ い て は ， 地域別 ， 居住形態別 に よ る差 はそれ ほ ど大 き く

　な く， 学生生活 費の差 はそれ ぞれ生 活費 の 差 に よる もの とい え る」 （『学生 生活調

　査』各年度） た め で あ る 。 しか し実際 に計測 して み る と年度 に よ っ て は か な りデ

　
ー タが 暴 れて お り ，

こ こ で用 い る に は ふ さわ し くな い と判断 した 。 表 「居住形態

　別
・
収入 平均 額お よび学生生 活費の 内訳」 を用い る時 ， 移動 コ ス トは ， 期間 （t）

　 ご と に変化す る が ， す べ て の 大学所在地 （i）に共通 と い う仮定 を置い て い る こ と

　に な る。 つ ま り， 進路 決定前に各家計が想定す る下宿生活費用 に地域差は ない と

　仮 定 す る こ とに な る 。 こ の こ と は ， デー
タ の制約下 に お け る次善の策で ある 。 ま

　た ， 2000年度価格 に変換 した 値 を用 い た 。

  　大学所在地 別の 私立 大学生 数 を ， その 調査年度 を最後 とする 4 年間の 大学志願

　者数 （全国値）で 除 して 求め た 。

（12＞ 例 えば ， 小林 （2006）や佐 々木 （2006）。
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   One premise of  studies  on  the Japanese university  participation  rate  is that

there have been three stages:  expansion,  stagnation,  and  re-expansion.  A  second

premise is the prefecture is used  as  the unit  to determine whether  students  have
moved  upon  entrance  to university.  However,  the prefecture  as  a  measurement

unit  does not  always  coincide  with  the zone  from  which  students  can  attend

university  from home, or  
"the

 hometown."  Therefere, using  data from the
"Student

 Life Survey'' of  the Ministry of  Education, Culture, Sports, Science and
Technelogy, this study  directly measures  the ratio  of  rnembers  of  the 18-year-

old  cohort  who  entered  university  from  home,  and  the ratio  of  those living away

from  home  (1968-1998). In this paper, the former is called  the university  partici-

pation  rate  from  home,  and  the latter the university  participation rate  from
away  from  home.  The  finding is that for girls, the university  participation rate

from home  has risen  fairly consistently.  This is important  knowledge  for the first

premise of  studies  on  the university  participation rate. It appears  that the reason

why  preceding  studies  have not  given  a successful  explanation  of  the university

participation rate  of  girrs based on  economic  variables,  whereas  that  of  boys has

been successfully  explained,  is because the cost  of  movement  has not  been

considered,  Therefore, this study  confirms  the effect  of  the cost  of  movement,

and  clarifies  the difference of  the determining factors of  the university  participa-

tion rate  from  horne according  to gender or  university  location. Furthermore,

this study  confirms  a difference between  girls and  boys  for each  economic

variable  effect  including the movement  cost  effect  after  controlling  for factors

peculiar  to university  location

   The  results  are  that the limiting conditions  are  more  sensitive  in large cities

than in rural  areas,  and  that girls are  more  sensitive  to the limiting conditions

than boys when  controlling  for the factor peculiar to the area.  This suggests  the

reproduction  of  the composition  where  
"girls

 remain  in the local area,  and  boys

move  out."
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